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滋賀県 大津市 大津市教育委員会事務局学校教育課 077-528-2967 otsu2402@city.otsu.lg.jp
http://www.city.otsu.lg.jp/soshiki/070/2402/g
/enjo/1481801970306.html ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 前年度に申請のあった保護者に対して、申請書を郵送した。 ○

文字数を減らし、わかりやすい表記となるよう努めている。また、
QRコードを利用し、いつでも申請に必要な情報を見られることがで
きるよう周知してきた。 ○ ○ ○

前年度に申請のあった保護者に対して、申請
書を郵送。各学校で制度案内を配布後、希
望者には学校だけでなく、各支所に申請書
を設置して、希望者に配布。新入学学用品費
受給の希望者に対しては、申請書を配布。

滋賀県 彦根市 彦根市教育委員会事務局 学校教育課 0749-24-7973 gakkyou@mx.hikone.ed.jp
https://www.city.hikone.lg.jp/kosodate_kyoiku
/kyoiku/7/5290.html ○ ○ ○ ○ ○ ○

毎年、全児童生徒に対して、年度当初に申請意思の有無を確認する調
査を各学校で行っている。 ○

滋賀県 長浜市 教育委員会事務局すこやか教育推進課 07-4965-8606 sukoyaka@city.nagahama.lg.jp
http://www.city.nagahama.lg.jp/0000004095.h
tml ○ ○ ○ ○ ○

お知らせの文書に援助対象となる年間所得の目安額等を記載。外国語
版お知らせ文と申請書記入例を作成。 ○ ○

滋賀県 近江八幡市 近江八幡市教育委員会事務局学校教育課 0748-36-5531 040400@city.omihachiman.lg.jp http://www.city.omihachiman.shiga.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・毎年度、就学援助制度の案内や申請関係書類の外国語版を作成し、
各校に配布。
・入学前支給に係る案内は、市の広報誌への掲載だけでなく、就学予
定者には各自の就学時健康診断結果に案内を同封して配付し、小6児
童には各校に案内を配布している。 ○ ○ ○

申請書は、市ホームページからダウンロード
可。

滋賀県 草津市 学校教育課 077-561-2421 gakkyo@city.kusatsu.lg.jp http://www.city.kusatsu.shiga.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
援助対象となる年間所得の目安額を記載、外国語の申請書を配布（英
語、タガログ語、スペイン語、ポルトガル語） ○ ○

滋賀県 守山市 守山市教育委員会事務局学校教育課 077-582-1141 gakkokyoiku@city.moriyama.lg.jp
http://www.city.moriyama.lg.jp
※期間中のみウェブサイトを作成。 ○ ○ ○ ○ ○

援助対象となる年間所得の目安を記載、また新規の児童扶養手当受給
者には申請書を配布。 ○ ○

前年度受給者に対し、市教育委員会から申
請書を送付。また市ホームページにダウン
ロード用申請書を掲載。市教育委員会窓口
にも申請書を設置し、希望者に配布。

滋賀県 栗東市 栗東市教育委員会事務局 学校教育課 077-551-0130 gakkokyoiku@city.ritto.lg.jp http://www.city.ritto.lg.jp ○ ○ ○ ○ ○ ○
援助対象となる年間所得の目安額をより具体的に記載。目に留まるよ
う色用紙に印刷。 ○ ○

滋賀県 甲賀市 教育委員会事務局学校教育課 0748-69-2243 koka30101200@city.koka.lg.jp http://www.city.koka.lg.jp/4752.htm ○ ○ ○ ○ ○ ○
外国語（ポルトガル語、スペイン語、タガログ語）の案内、申請書を
作成している ○ ○

滋賀県 野洲市 野洲市教育委員会学校教育課 077-587-6017 kyouiku@city.yasu.lg.jp http://www.city.yasu.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○

案内文の漢字には振り仮名を付記、世帯構成人数別の所得基準の目安
を記載。
また、他課窓口と連携し就学援助の説明をしている（主に児扶手申請
者や生活困窮相談者など） ○ ○

滋賀県 湖南市 湖南市教育委員会事務局学校教育課学事係 0748-77-7011 gakuji@city.shiga-konan.lg.jp http://www.city.shiga-konan.lg.jp ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

滋賀県 高島市
高島市教育委員会事務局 教育指導部 学事施
設課 0740-25-8563 gakuji@city.takashima.lg.jp http://www.city.takashima.lg.jp ○ ○ ○

例年４月１日頃～当初申請締切日の期間に市ホームページに
掲載（期間以外は公開していない） ○ ○ ○ ○

当初申請期間中のみホームページで申請書を
掲載

滋賀県 東近江市 東近江市教育委員会事務局 教育総務課 0748-24-5670 kyoiku@city.higashiomi.lg.jp http://www.city.higashiomi.shiga.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 外国語（ポルトガル語、スペイン語、タガログ語）の申請書を作成 ○ ○

滋賀県 米原市 教育委員会事務局 教育総務課 0749-55-8107 kyoikusomu@city.maibara.lg.jp http://www.city.maibara.lg.jp ○ ○ ○ ○ ○ ○
できるだけシンプルに分かりやすい文面を使用し、イラストを挿入す
るなどの視覚的工夫をしている。 ○ ○

滋賀県 日野町
日野町教育委員会事務局 学校教育課 学校教育
担当 0748-52-6564 kik-gako@town.shiga-hino.lg.jp http://www.town.shiga-hino.lg.jp/ ○ ○ ○ 〇

就学時健診の案内の際に、就学援助新入学学用品費（入学準
備金）の入学前支給の案内を同封している。 ○ 申請書と共に記入例を添付（外国語にも対応） ○

 前年度申請者と希望者に対し、学校を通
じて申請書類一式を配布

滋賀県 竜王町 竜王町教育委員会 教育総務課 0748-58-3710 http://www.town.ryuoh.shiga.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
滋賀県 愛荘町 愛荘町教育委員会事務局 教育振興課 0749-37-8056 shomu@town.aisho.lg.jp http://www.town.aisho.shiga.jp/ ○ ○ ○ 全新入学児童生徒宛に個別に郵送。 ○ ○ ○ ○
滋賀県 豊郷町 豊郷町教育委員会事務局学校教育課 0749-35-8131 kyo-i@town.toyosato.shiga.jp ○ ○ ○ ○ 外国語の申請書を作成 ○ ○
滋賀県 甲良町 甲良町教育委員会事務局教育総務課 0749-38-5070 kyoui@town.koura.lg.jp ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

滋賀県 多賀町 多賀町教育委員会事務局学校教育課 0749-48-8123 g-ed@town.taga.lg.jp http://www.town.taga.lg.jp ○ ○ ○ ○ ○
援助対象となる年間所得の目安額を記載。各費目の年間援助額を記
載。 ○ ○ ○

新１年生に対しては、入学説明会時に案内文
および申請書を全員に配布。

①都道府県 ②市区町村名

（３）就学援助制
度に関する教職員
向け説明会の実施

（４）就学援助制度周知の工夫

ア．教職
員向け説
明会を実
施してい
る

イ．教職
員向け説
明会を実
施してい
ない

Ⅰ 平成３１（令和元）年度就学援助制度の実施について

２．就学援助の申請方法

（１）就学援助制度の申請書の配付方法
 （あてはまるもの全てに○）

ア．学校
から希望
者に申請
書を配布

イ．教育
委員会か
ら希望者
に申請書
を配布

キ．毎年
度の進級
時に学校
で就学援
助制度の
書類を配
付

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．その
他→
（２） （２）ケの内容

（１）就学援助制度の周知方法(あてはまるもの全てに○)

１．就学援助制度の周知方法

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
学校で就
学援助制
度の書類
を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に学校
で就学援
助制度の
書類を配
付

０ 就学援助制度問い合わせ先（広報用）

①部署名 ②電話番号 ③e-mail ④ウェブサイト ⑤その他（SNSなど）

ウ．学校
から全児
童生徒も
しくは保
護者に申
請書を配
布

エ．教育
委員会か
ら全児童
生徒もし
くは保護
者に申請
書を配布

オ．その
他
→（２） （２）オの内容
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滋賀県 大津市

滋賀県 彦根市

滋賀県 長浜市

滋賀県 近江八幡市

滋賀県 草津市

滋賀県 守山市

滋賀県 栗東市

滋賀県 甲賀市

滋賀県 野洲市
滋賀県 湖南市

滋賀県 高島市
滋賀県 東近江市

滋賀県 米原市

滋賀県 日野町
滋賀県 竜王町
滋賀県 愛荘町
滋賀県 豊郷町
滋賀県 甲良町

滋賀県 多賀町

①都道府県 ②市区町村名

生活保護基準額
等に掛ける係数
（倍率）

市区町村民税課税
最低限度額に掛け
る係数（倍率）

倍 倍

18 18 15 15 15 17 10 1 12 11 5 1 3 10 12 4 3 0 3 19 0 3 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.2 20%未満 20%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.2 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ 1.31 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.2 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.2 10%未満 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.2 10%未満 10%未満

○ ○ 1.2 10%未満 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.5
保護者が失業対策事業適格者手帳を有する日雇い労働者労働者又は職業
安定所登録日雇い労働者 10%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.2 10%未満 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ 1.2 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.2 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ 1.2 15%未満 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ 1.3

当該年度において、世帯員の疫病等もしくは家庭状況の著しい変動等に
より当該世帯の収入が著しく減ったときまたは支出が著しく増えたとき
等で教育委員会が援助費を給付する必要があると認めるもの。

15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.2 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.2 教育委員会が給付する必要があると認めた者 10%未満 10%未満
○ ○ ○ 1.3 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,20 20%未満 20%未満
〇 ○ 〇 〇 〇 ○ ○ 1.2 20%未満 20%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3 15%未満 15%未満

Ⅲ 就学援助率

（１）平成30年
度

（２）令和元年
度

Ⅱ 平成３１（令和元）年度準要保護認定基準

ソ．生活保護の
基準額に一定の
係数を掛けたも
の（生活保護の
基準額が変わる
と自動的に要件
が変わるもの）
→（２）係数

タ．生活保護の
基準額に一定の
係数を掛けたも
の（生活保護の
基準額を参照し
て額を定めてい
るもの）
→（２）係数

チ．特別支援教
育就学奨励費の
需要額測定に用
いる保護基準
額，又は同基準
額に一定の係数
を掛けたもの
→（２）係数

ツ．市区町村民
税（所得割又は
均等割）課税最
低限度額に一定
の係数を掛けた
もの
→（３）係数お
よび目安額

テ．その他
→（４）

（２）ソ，タ，
チを選択した場
合

ケ．個人の
事業税の減
免

コ．固定資
産税の減免

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

イ．市区町
村民税の非
課税

ウ．市区町
村民税の減
免

エ．国民年
金保険料の
免除

オ．国民健
康保険法の
保険料の減
免または徴
収の猶予

カ．児童扶
養手当の支
給

キ．保護者
が職業安定
所登録日雇
労働者

ク．P・T・A
会費，学級
費等の学校
納付金の減
免が行なわ
れている者

（３）ツを選択し
た場合

サ．学校納付金
の納付状態の悪
い者，昼食，被
服等が悪い者ま
たは学用品，通
学用品等に不自
由している者等で
保護者の生活状
態がきわめて悪
いと認められる
もの

シ．経済的
な理由によ
る欠席日数
が多い者

ス．保護者
の職業が不
安定で，生
活状態が悪
いと認めら
れる者

セ．生活福
祉資金によ
る貸付け

（１） 平成３１（令和元）年度当初における準要保護の認定基準（該当するもの全てに○）

（４）テの内容 （５）補足事項



19 19

滋賀県 大津市

滋賀県 彦根市

滋賀県 長浜市

滋賀県 近江八幡市

滋賀県 草津市

滋賀県 守山市

滋賀県 栗東市

滋賀県 甲賀市

滋賀県 野洲市
滋賀県 湖南市

滋賀県 高島市
滋賀県 東近江市

滋賀県 米原市

滋賀県 日野町
滋賀県 竜王町
滋賀県 愛荘町
滋賀県 豊郷町
滋賀県 甲良町

滋賀県 多賀町

①都道府県 ②市区町村名

実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他 実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他 実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他 実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他

0 0 0 1 1 1 18 18 1 0 0 0 1 1 1 18 18 0 5 5 0 1 1 1 0 0 0 6 6 0 12 12 12 1 1 0 14

○ 15,120 ○ ○ 20,460 ○ 21,442 ○ 21,490 21,199
３０年度の実績額を記入
学用品費：１年生（年額１２，９６０円）

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 21,670 21,490

○ 15,350 ○ 50,600 ○ 22,000

・支給平均額は平成31年度予算計上単価による。
・学用品費は学用品費、通学用品費および校外活動費（宿泊を伴わないもの）の合計である。
・学用品費は、２～６年生の額を計上した（１年生は13,100円）。

○ 11,520 11,520 ○ 50,600 50,600 ○ 39,620 0 ○ 21,670 21,670

各費目の支給平均額は、平成３１（令和元）年度の執行見込み額で記入。また、医療費は就学
援助費の支給対象費目であるが、「子ども医療費助成制度」の開始により、支給平均額は0円と
なる見込み。

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 22,000 支給平均額は平成31年度予算

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 21,670 21,670

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 22,355 実費はH30年度実績

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 12,666 ○ 21,670 19,624 平均支給額は平成３０年度実績

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 4,950 ○ 20,600
・通学費は平成30年度実績
・卒業アルバム代等については支給検討中

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 21,670 21,670

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 21,670 17,727 支給平均額については、平成３０年度の実績額に基づく。
○ 11,520 ○ 50,600 ○ 45,000 ○ 21,670 21,490 支給平均額は予算計上単価

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 21,670 17,818 平均支給額は、平成30年度実績。医療費給付は、実績なし。

○ 11,520 ○ 40,600 ○ 21,670 15,008  修学旅行費支給平均額については、30年度の実施額を参照している。
○ 11,520 ○ 25,300 ○ 13,200 ○ 11,104
○ 13,770 ○ 50,600 ○ 21,670 21,670 学用品費・通学用品費：1年11,520円、2～6年13,770、
○ 11,520 ○ 50,600 ○ 12,000 12,000 支給要綱では規定はあるものの、実績は無し。
○ 11,520 ○ 50,600 ○ 21,670

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 20,472 医療費：多賀町子育て応援医療により、中学3年生まで医療費が無料のため。

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

Ⅳ 平成３１（令和元）年度準要保護就学援助額

（１） 費目毎の援助額

学用品費

（２） 補足事項



19 19

滋賀県 大津市

滋賀県 彦根市

滋賀県 長浜市

滋賀県 近江八幡市

滋賀県 草津市

滋賀県 守山市

滋賀県 栗東市

滋賀県 甲賀市

滋賀県 野洲市
滋賀県 湖南市

滋賀県 高島市
滋賀県 東近江市

滋賀県 米原市

滋賀県 日野町
滋賀県 竜王町
滋賀県 愛荘町
滋賀県 豊郷町
滋賀県 甲良町

滋賀県 多賀町

①都道府県 ②市区町村名

実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他 実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他 実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他 実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他

0 0 0 1 1 1 18 18 1 0 0 0 1 1 1 18 18 0 5 5 0 1 1 1 0 0 0 6 6 0 12 12 12 1 1 0 11

○ 26,760 ○ ○ 23,550 ○ 65,570 ○ 57,590 55,195

３０年度の実績額を記入（学校給食費は執行見込額）
学用品費：１年生（年額24,480円）
体育実技用具費：柔道（年額7,500円）、剣道（年額51,940円）、スキー（年額37,330円）。た
だし、剣道及びスキーは実績なし

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 60,300 57,590

○ 27,050 ○ 57,400 ○ 70,000

・支給平均額は平成31年度予算計上単価による。
・学用品費は学用品費、通学用品費および校外活動費（宿泊を伴わないもの）の合計である。
・学用品費は、２～６年生の額を計上した（１年生は24,800円）。

○ 22,510 22,510 ○ 57,400 57,400 ○ 80,070 0 ○ 60,300 60,300

各費目の支給平均額は、平成３１（令和元）年度の執行見込み額で記入。また、医療費は就学
援助費の支給対象費目であるが、「子ども医療費助成制度」の開始により、支給平均額は0円と
なる見込み。

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 61,000

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 60,300 60,300

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 19,628 ○ 61,352 実費はH30年度実績

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 30,667 ○ 60,300 57,590 平均支給額は平成３０年度実績

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 0 ○ 70,000
・通学費、校外活動費（宿泊を伴わないもの）については予算計上及び実績なし
・卒業アルバム代等については支給検討中

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 60,300 60,300

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 60,300 55,761 支給平均額については、平成３０年度の実績額に基づく。
○ 22,510 ○ 57,400 ○ 0 ○ 60,300 57,590 通学費は実績なし。支給平均額は予算計上単価。

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 60,300 59,558

○ 22,510 ○ 47,400 ○ 60,300 49,523
○ 22,510 ○ 28,700 ○ 60,300
○ 24,760 ○ 57,400 ○ 60,300 60,300 学用品費・通学用品費：1年22,510円、2～3年24,760円
○ 22,510 ○ 57,400 ○ 50,000 50,000 支給要綱では規定はあるものの、実績は無し。
○ 22,510 ○ 57,400 ○ 60,300

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 60,300 医療費：多賀町子育て応援医療により、中学3年生まで医療費が無料のため。

Ⅳ 平成３１（令和元）年度準要保護就学援助額

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

（１） 費目毎の援助額

学用品費
（２） 補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費



19 19

滋賀県 大津市

滋賀県 彦根市

滋賀県 長浜市

滋賀県 近江八幡市

滋賀県 草津市

滋賀県 守山市

滋賀県 栗東市

滋賀県 甲賀市

滋賀県 野洲市
滋賀県 湖南市

滋賀県 高島市
滋賀県 東近江市

滋賀県 米原市

滋賀県 日野町
滋賀県 竜王町
滋賀県 愛荘町
滋賀県 豊郷町
滋賀県 甲良町

滋賀県 多賀町

①都道府県 ②市区町村名 Ⅵ 自由記述欄

2 4 0 0 2 2 13 1 1 0 0 0 0 0 1 0 2 1 0 2 0 0

○ ○ ○ ○ 各学校の取組を推進するよう、教育委員会から通知を発出した。 ○

各学校で保護者負担の軽減を行うよう、教育委員会から通知を発出した。

○

○

○

○ ○ ○ ○

○

○

○

○
○ ○

○
○

○

○
○
○
○
○

○ ○
町内学校に入学する児童生徒に対し、小学校は通学用ランリュック、中学校は
通学用カバンと通学用ヘルメットを支給。

ウ．学用
品等（中
古品を含
む）の無
償給与

イ．学用
品等（中
古品を含
む）の貸
し出し

ア．学用
品等の中
古品を安
価で販売
（バザー
等）

就学援助制度の運用や，経済的に困窮している児童生徒に対する市町村の取組・対応につ
いて，これまでの回答への補足

Ⅴ その他

１．学校における保護者負担軽減に向けた取組の状況 ２．教育委員会における保護者負担軽減に向けた取組の状況

（１）教育委員会が把握している学校の取組（あてはまるものすべてに○）

（２） クの内容及び補足説明

（１）教育委員会における取組（あてはまるもの全てに○）

（２） コの内容及び補足説明 （３）その他学校や教育委員会以外での取組

ア．自治
体内で学
用品等の
仕様の統
一

イ．自治
体内で学
用品等の
一括契
約・購入

ウ．学用
品等の中
古品を安
価で販売
（バザー
等）

エ．学用
品等（中
古品を含
む）の貸
し出し

オ．学用
品等（中
古品を含
む）の無
償給与

カ．就学
援助とは
別に，学
用品費等
の一部助
成

キ．学用
品費等の
購入費用
の貸付

ク．学校（又
は校長会等）
に対して，学
用品等の取扱
いに関する通
知やマニュア
ルを提示

ケ．学校
（又は校長
会等）に対
して，他校
の取組状況
等を情報提
供

コ．その
他
→（２）

ク．その
他
→（２）

キ．把握
していな
い

カ．使用
する学用
品等の入
札・合見
積等の実
施

オ．使用
する学用
品等の精
選

エ．低廉
な学用品
等の使用


